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　救助をとりまく状況は変化を続けています。団塊の世
代の大量退職により職員の若返りが急速に進み、教育訓
練のノウハウや指導方法の知識・経験が不足している状
況にあります。また、救助経験のベースとなる火災が減
少する一方で、救助活動全体は依然として増加傾向にあ
り、救助の場面も多様化し、状況に応じた適切な救助手
法の選択・判断が求められています。

国民保護・防災部参事官

「多様化する救助事象に対応する救助体制のあり方に
関する高度化検討会（救助人材育成）」の開催

１．背景　（救助隊員の若返り、救助活動
の多様化、自然災害の増加）

　そして、近年は災害が頻発化・激甚化し、消防本部単
独の対応力を超えてしまう状況も多く、消防の広域応援、
さらには関係機関等との連携が求められる場面が増えて
います。最近でも、令和３年７月に発生した静岡県熱海
市における土石流災害において、消防、警察、自衛隊、
海上保安庁が全国から応援に駆けつけ、連携して救助に
当たりました。

　毎年度開催している救助技術の高度化等検討会につい
て、令和３年度後半から令和４年度は、救助に携わる「人

（救助人材）」に焦点を当てて開催します。

（熱海消防署で関係機関が集合し合同調整会議を行う様子）

Ⅱ－第０４表　年齢別消防吏員数
消防吏員
計

19歳以下
20歳～29
歳

30歳～39
歳

40歳～49
歳

50歳～59
歳

60歳以上
年齢合計 
（歳）

平均年齢 第６図との整合チェック

平成23年 157,784 2,625 37,914 42,477 29,258 44,503 1,007 6,272,590 39.8 #REF!
平成24年 158,194 2,551 40,233 42,260 29,778 42,346 1,026 6,230,715 39.4 #REF!
平成25年 158,905 2,793 42,219 41,820 30,899 39,982 1,192 6,192,703 39.0 #REF!
平成26年 159,787 3,017 43,898 41,112 32,516 37,377 1,867 6,171,805 38.6 #REF!
平成27年 160,649 3,034 45,176 40,141 34,902 35,142 2,254 6,160,221 38.3 #REF!
平成28年 161,618 3,076 45,972 40,261 36,843 32,956 2,510 6,157,333 38.1 #REF!
平成29年 162,375 2,878 45,844 41,204 38,564 30,871 3,014 6,179,007 38.1 #REF!
平成30年 163,369 2,731 45,538 42,665 39,571 29,836 3,028 6,212,747 38.0 #REF!
平成31年 163,907 2,612 44,837 44,330 40,403 28,601 3,124 6,232,538 38.0 #REF!
令和2年 165,044 2,612 43,965 45,818 41,006 27,725 3,918 6,296,455 38.2 #REF!
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年齢別消防吏員数及び平均年齢の推移

19歳以下 20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳

50歳～59歳 60歳以上 平均年齢

H31 H30

火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計 火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計
令和元年 4074 13160 26981 17125 61340 29 4049 14665 22749 14852 56315

26 4389 15096 22643 14567 56695 24 4797 16080 21383 13843 56103
21 6140 16310 17212 13452 53114 19 6488 17287 16659 11749 52183
16 6403 22114 14608 13263 56388 14 6429 20778 12364 10843 50414

平成11年 6692 19669 6902 9285 42548 平成9年 6750 17570 4018 6712 35050

火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計 火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計 火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計 火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計
令和元年 0.4074 1.316 2.6981 1.7125 61340 令和元年 0.4074 1.316 2.6981 1.7125 61340 29 0.4049 1.4665 2.2749 1.4852 56315 29 0.4049 1.4665 2.2749 1.4852 56315

26 0.4389 1.5096 2.2643 1.4567 56695 26 0.4389 1.5096 2.2643 1.4567 56695 24 0.4797 1.608 2.1383 1.3843 56103 24 0.4797 1.608 2.1383 1.3843 56103
21 0.614 1.631 1.7212 1.3452 53114 21 0.614 1.631 1.7212 1.3452 53114 19 0.6488 1.7287 1.6659 1.1749 52183 19 0.6488 1.7287 1.6659 1.1749 52183
16 0.6403 2.2114 1.4608 1.3263 56388 16 0.6403 2.2114 1.4608 1.3263 56388 14 0.6429 2.0778 1.2364 1.0843 50414 14 0.6429 2.0778 1.2364 1.0843 50414

平成11年 0.6692 1.9669 0.6902 0.9285 42548 平成11年 0.6692 1.9669 0.6902 0.9285 42548 平成9年 0.675 1.757 0.4018 0.6712 35050 平成9年 0.675 1.757 0.4018 0.6712 35050

火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計 火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計 火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計 火災 交通事故建物等による事故他(左記以外) 計
令和元年 6.6% 21.5% 44.0% 27.9% 100.0% 令和元年 0.066416694 0.214541898 0.439859798 0.279181611 61,340件 29 7.2% 26.0% 40.4% 26.4% 100.0% 29 0.071899 0.26041 0.40396 0.263731 56,315件

26 7.7% 26.6% 39.9% 25.7% 100.0% 26 0.077414234 0.266266867 0.399382662 0.256936238 56,695件 24 8.6% 28.7% 38.1% 24.7% 100.0% 24 0.085503 0.286616 0.381138 0.246743 56,103件
21 11.6% 30.7% 32.4% 25.3% 100.0% 21 0.115600407 0.307075347 0.324057687 0.253266559 53,114件 19 12.4% 33.1% 31.9% 22.5% 100.0% 19 0.124332 0.331276 0.319242 0.22515 52,183件
16 11.4% 39.2% 25.9% 23.5% 100.0% 16 0.113552529 0.39217564 0.259062212 0.235209619 56,388件 14 12.8% 41.2% 24.5% 21.5% 100.0% 14 0.127524 0.412147 0.245249 0.215079 50,414件

平成11年 15.7% 46.2% 16.2% 21.8% 100.0% 平成11年 0.157281188 0.462277898 0.16221679 0.218224123 42,548件 平成9年 19.3% 50.1% 11.5% 19.1% 100.0% 平成9年 0.192582 0.501284 0.114636 0.191498 35,050件

事故種別の救助活動件数と構成比の５年ごとの推移
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（単位：万件）

手順

①に実数値を入れてください。→②③に割合が表示されます。

割合（幅）

②をコピーして③に数値のみの貼り付けを行ってください。

貼付けは形式選択から「数値」を選択

データラベルの割合

④をコピーして⑤に数値のみ貼付けしてください。

貼付けは形式選択から「数値」を選択

データラベル名、年

④

②

④

①

②
③

⑤

２．主な検討内容

上記のような課題に対応していくため、検討会では主に
以下のような事項を検討する予定です。
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問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部
　参事官付救助係
　田中補佐、宮嶋係長、岡田事務官
TEL: 03-5253-7507

３．検討会の構成

４．検討会のスケジュール

　検討会には、人材育成に精通されている有識者、大規
模災害等の救助活動で実際に連携する実働機関等、消防
機関にご参加いただく予定で調整中です。

・第１回　令和３年　１１月下旬：WEB開催（予定）
・第２回　令和４年　　１月下旬：WEB開催（予定）
・第３回以降　令和４年度　４回（予定）

討を行います（教育訓練モデル動画（訓練実施者/指導
者向け）の作成を想定）。

（３）関係機関連携
　熱海市土石流災害を振り返りつつ、他機関連携時の効
果的な救助・捜索活動、活動調整要領等の実効性向上策、
それを発揮する中核人材の育成・教育手法を検討します。
あわせて、関係機関による実務者検討会も開催し、来年
の出水期までに活動調整要領をまとめる予定です。

（１）効果的な教育体制の構築
　救助隊員の若返りが進む中で、教育訓練ノウハウや指
導方法が不足・共有されていない状況を踏まえて、効果
的な教育体制づくりを検討します（教育訓練ガイドライ
ンの作成（指導要領）の作成を想定）。

（２）中核人材の育成
　救助活動の指揮、訓練の計画等を担う隊長・指揮官レ
ベル（中核人材）が、実働、人材育成について重要な役
割を担うことから、中核人材の育成のあり方について検

有識者 関係機関 消防
小林恭一　東京理科大学教授
小松原明哲  早稲田大学教授
中西美和　慶應義塾大学教授
山崎洋史　仙台白百合女子大学教授

内閣府防災
警察庁
国土交通省
防衛省
海上保安庁

静岡市消防局
熱海市消防本部
東京消防庁
札幌市消防局
姫路市消防局
松本広域消防局
全国消防長会


